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Ⅲ、レアメタル等の回収・リサイクルの取り組みについて

携帯電話やデジタルカメラなどの使用済みの小型家電に含まれるアルミニユム、貴金属、レアメタル（希少金属）などの回収を進める小型家電リサイクル法（使用済み小型電子機器等再資源化促進法）が、本年(2012年)８月に成立し、来年(2013年)４月に施行となります。
現在、小型家電に含まれるレアメタルや貴金属は多くを輸入に依存し、その大半はリサイクルされずに、ごみとして埋め立て処分されていますが、同法により、市町村が使用済み小型家電を回収し、国の認定を受けた業者が引き取ってレアメタルなどを取り出すリサイクル制度が創設されることになります。

新制度では、消費者や事業者に新たな負担や義務を課すこれまでの各種リサイクル法とは異なり、自治体とリサイクル事業者が柔軟に連携して地域の実態に合わせた形でリサイクルを推進することが狙いとなっています。

　レアメタルの回収・リサイクルについては、私たち公明党が積極的に推進し、2008年には党青年委員会が使用済み携帯電話の回収・リサイクル体制の強化を求める署名運動を展開し、体制強化を要請した結果、リサイクル拡大のモデル事業が国の予算に盛り込まれるなど回収・リサイクル促進への道筋を付けてきました。

既に本市においても「廃棄物総合計画」で位置づけ、「こわすごみ」として排出されたものを、選別し、小型家電を抜き出しリサイクル業者に売却するという形でリサイクルを行っていますが（豊橋市の場合）、制度導入は市町村の任意であり、回収業務の中心的役割を担う市町村がどれだけ参加できるかがリサイクル推進のカギとなり、我がまちの、循環型社会の構築に向けた環境政策が問われます。市長の積極的な取り組みを期待し、以下伺います。

（1） 小型家電リサイクル法は地域の実態に合わせた形でリサイクルを実施することになっています。すでに取り組んできた経過も踏まえ、制度導入に対する市長の認識と対応を伺う。

（2） 制度を導入した場合、各市町村の特性に合わせて回収方法を選択することになるが、今後のリサイクル体制について伺う
（3） あらたなビジネスの創出も期待できる認定事業者の取り組みについて伺う。

【参考】
公明新聞　2012/11/13　小型家電のレアメタルを再資源化（Ｐ.71）
【考えられる展開】
　 対象品目  　
小型家電リサイクル法は、主に一般廃棄物である小型家電のリサイクルを促進させる制度であり、一般廃棄物の中の以下の品目が対象品目として推奨されている。（この対象品目は各自治体によって自由に選択することができる。）

・電気機械器具（電子レンジ、炊飯器、ポット、食器洗い乾燥機、調理器、掃除機、電気ストーブなど）

・通信機械器具（電話機、FAX、携帯電話など）

・電子機械器具（ラジオ、ビデオ、カメラ、チューナ、CD・MDプレーヤ、車載TV、ETCなど）

・電子計算機（PC、モニター、プリンターなど）

・医療機器（マッサージ機器、電気治療器、吸引器、補聴器、電子体温計、電子血圧計など）

・電球、電気照明、時計、ゲーム機、電卓、楽器、電子玩具、電動工具、その他付属品など

　 対象者   
・排出者…主に一般家庭を対象、・回収先…自治体で回収 （リサイクルの取組が可能な自治体が参加）

・処理事業者…認定事業者 （国の認定が必要）

※認定事業者になると、廃棄物処理法が定める廃棄物の収集運搬業や処分業の許可が不要になるため、複数の自治体にわたって広域的で効率的なリサイクルが可能になります。従来埋め立てられていた物をリサイクルするものであるため、新たなビスネスの創出にもつながると考えられます。但し、廃棄物処理法の許可業者が遵守すべきルールに従わなければならず、監督権限のある自治体がそれぞれ認定事業者を監督することとなります。
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